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V 研究ノート
「学校の自律性j研究の現代的課題に関する一考察
1 .問題の所在および本稿の目的
(1)現代学校経営改革の背景と意味
筑波大学浜田博文
1990年代後半以降、学校をとりまく状況の急激な変化とともに、学校経営の実践に重要な転機が
訪れている。変化の要因は多様で複雑だが、少なくとも制度的改革および社会的状況の 2点から説
明することができょう (1)。
前者は言うまでもなく、地方分権・規制緩和のもとで「学校の自主性・自律性の確立j に向けた
制度改革が実施されていることである。小島はこれを、終戦直後、地教行法制定時に次ぐ戦後「第
三の学校経営改革jと位置づけ、「学校を自己責任と自己決定の組織とするj制度と仕組みを構想す
るものと把握する (2)。その経緯や背景についてはさまざまな捉え方があるにせよ、 1998年の中教審
答申以降、学校裁量権摂の拡大が進行しつつあるのは確かである。
たとえば、新学習指導要領の実施は、カリキュラム構成、時間割、教育内容の具体において、各
学校の独自性にゆだねる部分を確実に拡大したし、学校評議員制度の導入は、「関かれた学校j
f親・地域による運営参画Jr説明責任Jさらには「学校評価Jなどの多様な概念と結びつけられな
がら、すでにかなりの割合で普及している。また、「成果主義Jに基づく「学校評価jの「システム
化j の動きも急であり、学校は教育活動の成果や改善の跡を外部に向けて示すことを強く要誇され
る事態となっている (3)。このように、学校単位のアカウンタピリティ ωを明確にし、学校独自に意
思決定すべき事項範囲を広げるという意味での制度的改革は、短期間に急激に進行してきた。
後者の社会的状況をひとことで言えば、「学校の正統性j の揺らぎということになろう。
黒崎は、大都市部における公立学校離れを糸口にしながら、その「公立学校の教育に対して自ら
の、あるいは自らの子どもの受けるべき教育として信を置けないと感じる子どもそして父母の意識j
の広がりを読みとっている (5)。そして、「個々の学校の個別の状況には問題があるとしても、学校は
信頼に足るものであり、学校教育の活動は本質的に善であるjとする伝統的な精神は衰退し、「なに
が教育であるのかが間われ、さらには自の前に存在する教育を(無条件的に善である)とすること
が疑われているj と指摘する (6)。
水本もまた、 f学級崩壊j や不登校を引き合いに出しつつ、「親や子どもに対して、行政的権威や
専門職的権威によって学校を正統化することはできなくなっているJと指摘する。彼によれば、一
般行政の情報公開制度や医療のインフォームド・コンセントと違って「学校の場合は、その受け手
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が子どもと親という形で二重化しており、たとえ親は学校を承認していても子どもはそうではない
場合もある o ・・子どもの拒否に合えば学校の秩序はあっけなく崩壊するのであるJ(7)。
はたして黒崎の指摘が大都市以外の地域でどの程度的確であるかは検証を必要とするし、おそら
く地域の実情による違いは大きいだろう。しかし、インターネットをはじめとする情報技術の飛躍
的発展・普及や多様な学習機会の増大をも勘案すれば、学校教育は人々の意識において相対化され、
単なる制度的権威のみでは「学校=善j とみなされない事態が広がっていることは確かである。か
まびすしく展開される f学力低下j 論議も、中央政府レベルで教育改革キャッチフレーズとして考
案された「生きる力j という用語の虚しさに対する率直な反応と受けとめられる。学校レベルの校
長や教員が、これまでどおりに文部科学省・教育委員会から「下りてくるJ文書に記されたこの用
語をそのまま親に伝えても、不信感を払拭して理解を得ることは難しい。個々の学校は、それ自身
が展開する教育活動とそれを通じて促される児童生徒の学習活動そのものによってしか、もはや自
身の存在意義を確かなものにはできなくなっているのである。
なるほど「学校の自主性・自律性の確立j という言葉はそれなりに学校現場に浸透している。だ
が現実には、前者の文脈つまり「制度が変わったからJという上意下達的姿勢で諸種の施策を受け
とめている学校関係者は少なくない。そのようなケースでは、「学校評議員を設置しなければならな
いから誰かを選ぶjとか、「教育目標や計画を説明しなければならないからそれを明文化するJとい
った対応に追われ、「アカウンタビリテイJも単なる「説明jだけの責任に置き換えて捉えられるに
すぎない。その限りにおいて、それはすでに「他律j にとどまる。そのような事態が、いま、多く
の学校現場で進行している。
しかし後者の社会的状況を十分踏まえた上で制度改革をうけとめた場合、「親は学校に何を求め
ているかを捉え、教職員集団の意思や実態と親・地域からの要請とを調整するために学校評議員を
活用するj、「この学校の子どもにとって必要な課題は何かを、教職員どうし、ならびに親との間で
明らかにするjという対応の重要性に気づくことになる。「アカウンタピリテイ jの含意も、そのよ
うな学校内部過程を通じてその学校固有の教授・学習活動を改善していく f経営責任Jとして認識
されていくことになろう。 f学校の自律性jの確立は単なる制度改革のキャッチコピーとしてではな
く、学校経営の実践そのものを問い産す意味をもたなければならない。いま進行している公教育シ
ステムの変容は、倍々の学校がそのような性質を備えた組織になることを前提としている (8)。
(2) r学校の自律性j をどう捉えるべきか
学校裁量拡大に向けたこんにちの教育制度改革と、同時に進行する「学校の正統性j の危機状況
は、ともに学校自身の意思とは無関係に、学校の「自立(independence)Jを否応なくおしすすめて
いる。誤解を恐れずに言えば、とりわけ後者の趨勢は、「自立jではなく社会的「孤立jあるいは「疎
外Jへと、個別学校を追い込む要素すら持ち合わせている。ところが、こうした客観的情勢の中で、
当の学校自身には、それに対応しうる「自律(au tonomy) Jの準備が十分になされていないのが現状
である。
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ここで、「自立Jと「自律Jの[RJjIJについて触れておこう。『広辞苑 第五版~ (新村出編，岩波書
庖)によれば、「自立j は「他の援助や支配を受けず自分の力で身を立てること。ひとりだち。Jを
意味する。これに対して「自律Jは、「自分で自分の行為を規制すること。外部からの制御から脱し
て、自身の立てた規範に従って行動すること。j を指している。
学校に結びつけて敷f汗すれば、「学校の自立性」とは、制度上の権限・責任や社会的認知の上でそ
れぞれの学校が独立した存在としてあることを意味する。そのためには、学校を独自の単位組織体
とみなす考え方や、そこに教育経営上の権限を一定程度委ねる制度的枠組みが必要である。だが、
そのような制度上の措置が、すぐさま学校の「自立Jを保障するわけではない。組織内部において、
外的作用に依存しないで自身の活動を計画・実行していくはたらきが必要である。「学校の自律性j
とは、そのような組織内の作用やはたらきを意味する概念、だといえるだろう。
ところが、これまで f学校の自律性Jという概念を用いて展開されてきた議論の多くは、「学校の
自立性Jの必要条件の一角を占める制度的条件のあり方か、あるいは学校に委ねられた具体的な裁
量権限の活用の仕方には焦点を向けてきたものの、もう一つの重要な柱であるべき組織内部の作用
やはたらきについては十分な関心を注いでこなかった。その背景には、後述するように、地方教育
行政法以後、高度の集権化に対する危機意識と対抗的志向性のもとで学校経営学という研究領域そ
のものが確立されてきたという事情がある。だが、上述のように学校教育をめぐる客観的情勢が大
きな変化を経験しつつある現在、そうしたこれまでの「学校の自密性J研究のあり方を問い直す必
要がある。
(3)本稿の目的と課題
本稿は、以上の問題意識に基づいて、「学校の自律性j研究の現代的課題について考察しようとす
るものである。そのために、第一に、従来の学校経営研究が「学校の自律性j をどのように把握し
てきたかを整理する。第二に、「学校の自律性j研究の進展とその成果について検討する。そして第
三に、以上の検討を踏まえて「学校の自律性j研究の現代的課題を提示する。
2.従来の学校経営学における「学校の自律性j論
前述の「自律性J概念、すなわち、「外部からの制御から脱して自身の立てた規範に従って行動す
ること。自分で自分の行為を規制すること。Jを組織にあてはめた場合、次のように考えることがで
きる。ある組織が、その最終的な使命に却して達成すべき自擦を独自に設定し、それを効果的に実
現するための方策・方法を自ら選択して実施し、目標の実現状況を自ら把握・診断しつつ組織内活
動に必要な修正を加えていくという、組織内部の作用やはたらきである。
このような「組織の自律性J概念をさらに「学校の自律性Jとして捉えなおしてみると、次のよ
うに言うことができょう (9)。すなわち、学校が教育活動を計画・実施する単位組織体として、当該
学校の教育目標を独自に設定し、それを効果的に実現するための方策・方法を自ら選択して実施し、
その実現状況を自ら把握・診断するという過程を組織内部に機能させ、自己の教育活動を継続的に
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改善していくことができる状態である。
地方分権・規制緩和を指向する最近の教育改革は、制度上の権限と責任を学校へ移行し、学校の
アカウンタビリティを明確化することを通じて学校教育の質的改善を図ろうとしている。しかし、
そうした制度上の改革は必ずしも「学校の自律性jの確立を意味するわけではない。「学校の自律性j
が確立するということは、個々の学校組織内部において、達成すべき教育自擦を独自の文脈のもと
に設定し、そのための効果的な方策を吟味して実行しつつ、さらにその質的改善を図っていくとい
う組織内作用が定着したときに実現するのである。まずは筆者がこのような意味で「学校の自律性J
を把握しているということを明示しておきたい川。
こうした「学校の自律性jを主張しようとする場合、その前提として、「学校jを一定の独立性を
有する単位組織とみなす認識が成立しなければならない。このような前提認識は、そもそも学校経
営を独自の対象領域に据える学校経営学自体の前提認識でもある。そしてそのための論理構築は、
1960年代に確立をみたと言える。
その代表例として吉本の所論をあげることができょう。
吉本はまず、学校を「法律に基づく物的、人的要件を備え、教育目的達成のために組織的、継続
的に教育活動を行なう組織体であるjと定義し、「その本質はあくまで教育活動に置かれ、教育行政
機関の管理下にあっても、行政機関と区別された教育機関である点にその特質をもっているJと把
握する(11)。そしてバーナード等による動態的な組織過程論に依拠しつつ、「学校組織とは、学校に
おける教育活動の営みに関連する諸要因を位置づけ、これを機能的に活動させる内的秩序の体系j
だとした上で (12)、「学校経営Jを「一つの学校組織体(協力体系)の維持と発展をはかり、学校教育
本来の目的を効果的に達成させる統括作用であるj と定義した(13)。それは、「教育の論理に従った
判断と決定の創造的行為jであり、「具体的に教育効果をあげる経営活動が営まれなければならない。
それは学校経営の相対的な自由と経営領域を形成するものと認めることであり、責任ある経営主体
のもとで営まれる独自の活動となすことである。Jとして、彼は「学校経営の相対的独立性Jを論じ
たのである(14)。
静態的な職位・職務権駁論ではなく動態的な組織過程論に基づいて学校組織を捉え、それが教育
意思の決定主体として創意機能を有するとする吉本の所論は、公教育システムにおける単位学校組
織の自律性の意義を理論的に定位した。その後における学校内部の組織化過程に対する研究関心は、
このような前提認識を共有してきたと言ってよい。
しかしながら、この持期の議論は 1956年以降の地教行法体制という制度的環境のもとで活性化し
たのであり、それゆえの限界を有していた。
高野はこの時期における学校経営論を次の 4つに分類整理している(15)。①終戦直後に京められた
経営民主化論に基礎をおいて現場の教育実践を再構成しようとする「学校づくりj論、②経営学(と
くに科学的管理法)の影響を受けて民主化よりも経営合理化・能率化を重視する学校経営近代化論、
③経営学的発想に依拠して経営民主化と合理化とをともに重視し統合しようとする論、④行政対組
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合の対立状況や教育裁判における教育権論に備えた法解釈的経営論、である。前掲の吉本および高
野自身の所論は③にあたる。しかし、同時並行的に教育行政の中央集権化と管理統制強化を進めよ
うとする④の所論を中心軸としながら、その対抗論理としての①と、学校組織・経営の科学的解明
を志向しつつも学校の位置づけ方において④の枠組みに近似した②が関心を集めていった。そのよ
うにして進められた議論では、 f対国家・行政jにおける学校あるいは教員の独立性の有無または是
非というポイントに関心が向けられた。1960年代"-'1970年代にかけて教育法研究者を中心に展開さ
れた「学校の自治J論も関心の焦点はそこにあったといえよう(16)。
このようにして展開された議論は、「学校の自律性Jそのものの解明というよりも、その「外堀J
にある制度・行政的諸条件のあり方に強い関心を注ぎ、学校の制度的独立性をいかにして保障すべ
きかが焦点とされる傾向にあった (17)。
以後の「学校の自律性j 論は、概して既成の制度的条件を所与としたうえで、強盟な集権システ
ムを前提にした「べき論Jもしくは個別の職位・分掌レベルに限定されがちな「創意工夫論Jとい
う性質にとどまってきたとも言えるだろう。基本的には、そうした前提条件が 1990年代末まで続い
てきたのだといえよう。
3. r学校の自律性j研究の進展と成果
しかし、以上のような制度的制約のもとにおいても、 1980年代以降において、「学校の自律性J
研究は重要な進展をみせてきた。それにはさまざまな要因が関係しているが、ここでは主として一
つの点からその展開を把握したい。
(1)学校内部組織研究としての「学校の自律性J研究の意義づけ
一つは、欧米において進められた学校組織に関する実証的研究の影響である。とくに 1970"-'80
年代にアメリカで展開された「効果的学校(effectiveschools) Jに関する研究は、以後の同国の教育政
策や学校組織研究のみならず日本の研究にも重要なインパクトをおよぼした。 Edmondsによれば、
「効果的学校j とは「貧困階層の子どもたちを、中流階層の子どもたちにとっての最低限度の達成
度といえる基礎的な技能の最低限の習熟にまで導く J学校と規定される(18)。つまり「効果的学校に
関する研究Jとは、抵階層地域にありながらも、生徒の基礎技能の習得状況を中流階層地域の学校
と同程度に保証している学校に焦点をあてて、それらの学校が擁する教育効果の要因を解明しよう
とした諸研究を指している(19)。
Bossertの整理によれば、それらの諸研究は、学校の教育成果に効果をもたらす内部過程要因とし
て、次の 5点を見出した(20)。すなわち、①学習への取組を容易にする学校風土、②基礎技能教授の
全校的な重視、③全生徒の達成度に対する教師集団の高い期待、④生徒の達成度のモニターと診断
の教授目標の明確化、⑤強い計画的なリーダーとして教授・学習活動に関わる校長、である。
このような研究成果は、学校の既成条件としての社会的・制度的・行政的諸資源の態様を超えて
なお、学校組織内部において展開されるプロセスが個別学校独自の教育成果を左右しうる、という
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ことを実証した点で、重要な意義をもっている。つまり、学校内部過程要因のありょうが、それぞ
れの教室において個々の教員と児童生徒集団との間で個別的に展開される教授・学習過程の質に重
大な違いを生み出しうるとされたのである。
それは、「学校の自律性J研究を意義づけ、さらに、学校内部組織のあり方を解明する方向づけの
必要性を示すものだ、ったと言えよう。
そうして、上掲の 5点に挙げられた鍵概念、のうちとくに「校長のリーダーシップj と「風土(文
化)Jは、その後展開される関連研究の主要テーマを形成することになった。
アメリカ国内において、効果的学校に関する研究の成果は 1980年代後半以降推進される学校裁量
拡大施策の理論的基盤にも位置づけられた (21)。また国際的にみると、 1983年に始まるOECD-C
E R 1 (経済協力開発機構-教育革新研究センター)による学校改善に関する国際共同研究
(Internationa1 Schoo1 Improvement Project)を基礎づ、け、それに参加した研究者等を通じてこれらの
議論は日本にも広く知られるところとなった (22)。
こうして「学校の自律性j に関する議論は「べき論j を超えて、教授・学習活動の質的改善につ
ながりうる学校内部過程要因の解明という研究課題意識をしだいに共有する段階へ入ったと言える。
(2) i組織J概念の再考による「学校の自律性」研究の見蓋し
しかし、効果的学校に関する研究については、アメリカ留内においても少なくない疑問がすでに
提起されてきた(問。たとえばHallinger& Murphyは、「効果的学校研究j における解釈は、「学校
の背景要因(sch∞1context)J と無関係なかたちで校長の固定的な役割をつくりあげたと批判した。
彼らは、「たとえ貧国な大都市部の小学校に改善を生み出すために強力な教授上のリーダーシップ
が必要だとしても、他の学校において適切なスタイルの教授上のリーダーシップは、多くの組織的
(職員構成など)及び環境的(学区による支援など)要因しだいで多様にありうるJと指摘し、学区
の状況(低所得地域か否か)、学校段措(小学校か中学校か) (24)、教職員の構成(経験の長短など)、教
授目標と技術の明瞭度(限定的か広範かなど)といった諸要因によって校長のとるべき役割は大きく
異なるべきものだとしている (25)。
さらに、そもそも効果的学校に関する研究が前提としている「組織j 概念自体に、学校組織研究
としての基本的問題を見出す議論も提起された。日本でも、効果的学校に関する研究が「学校にと
っての所与呂標を想定し、その達成を規定する主要な条件として教師の活動水準に関連した要因を
配列しようとする組織モデ、ルjに依拠している点で限界をもっているという議論がなされている側。
このような議論に代表されるように、 1980年代以降における学校組織およびその研究に関する議
論では、前提とされるべき f組織j概念を再考することの必要性に関心が注がれていった。ひとこ
とで言うならそれは、組織の「非合理性Jへの着目である (27)。
たとえばWeickのルース・カップリングr(loose coupling)論はその典型例である。そこでは、学校
組織は官僚制モデルに基づく一般的な組織と違って組織構成要素間に緊密な結合関係をもっていな
いため、組織自標達成のための経営のあり方も独自の性質をもっているとされる。他の組織にみら
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れない学校組織の特徴としては、①監督と評価が限定的にしかなされない、②教育における目標が
漠然としていて不明確である、③l人の構成員が統制すべき職務範囲が広すぎ、しかもどんな技術
を用いるべきかが明確でないため、各自が実に多様な仕事をすることになる、などが指摘されてい
る(28)。
すでに紹介した 1960年代における「学校の自律性jの理論的定位は、学校を本来的には他の組織
と同様の特徴をもっ合理的組織とみなす立場でなされた。前掲のような組織構成要素間の結合度の
低さがたとえあったとしても、それを本来の姿とはみなさず、それに対処するために、目標に関す
る共通理解と教師どうしの協働性を高めようとするのが、従来のオーソドックスな学校経営論であ
った。そこでは組織としての共通目標を所与とし、それを効果的に達成するための「統括作用J(29) 
として「経営jが捉えられ、そのための管理者の役割/リーターシッフのあり方が重視された。そ
して、教職員による教育目標の共有性と協働性を高めることが教職員のモラール(士気)を引き出
し教育の質を高めるはずだという前提で議論がなされる傾向にあったと言えよう (30)。そこには、組
織内作用の因果関係を一方向的に把握しようとする認識があったと指摘できょう。ところが、それ
はけっし、て学校組織の動態を的確に捉えた見方ではない、ということが広く認められてきた。
もちろん、それらは「学校の自律性j の重要性とその確立の必要性にかかわる基本認識を覆すも
のではない。だがそれだけに、 f学校の自律性j確立を可能にする諸要因を解明しようとする研究に
とってきわめて重要な問題提起である (31)。
(3)小括
以上のように、二つの点から近年の研究の流れを捉えると、過去 20年ほどの間に、学校組織を把
握する基本的なスタンスは、「合理Jから「非合理jへ、「明確Jから「あいまいjへ、「一方向jか
ら「双方向(多方向)Jへ、などという変化を経験してきたといえよう。
たしかに 3(1)でみた効果的学校に関する研究においては、そもそも「所与目標の効果的達成jと
いう従来型の組織イメージが前提とされている。そのために、提起された校長(管理職)のリーダ
ーシップ論も、「強い計画的なリーダー(strongprogrammatic leader)J (32)という表現にみられるよう
に組織内部過程の動態を一方向的な因果関係として捉えている。だがそこで内部過程要因として導
き出された要素には、非合理的な「風土(文化)Jや「期待Jなどがある。そうして3(2)でみた新
たな組織観に基づく学校組織論は、組織成員によって共有された行動規範・様式および価値や信念
などの不可視的な体系を「組織文化J(33)と措定し、鍵概念に位置づけてきた。
こうした状況は、「官僚制構造とともにルースネスを有することが学校組織の『正体~J (34)である
ことを物語っている。それは、 1980年代後半以降における有力な校長のリーダーシップ論として、
「技術的(テクニカル)側面j と「象徴的(シンボリック)側面j とのバランスの重要性が注目され
たことにも示されていよう (35)。学校が国家によって運営される公教育システムの一機関である限り、
それは官僚制的性格を免れるものではない。だからいくら学校組織の非合理的性質が明らかになっ
たとしても、それがすべてではない。
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しかし、「学校の自律性Jを学校内部組織過程のありようとして捉えるならば、予定調和的または
直線的な因果関係によっては捉えきれない「非合理Jの側面に関心を向ける必要がある。明示的な
公教育呂擦や学習指導要領等に提示された所与の毘襟ではなく、さらに深層の次元で教職員集団の
意思決定や職務活動のあり方を規定している価値や信念の形成・共有過程に関心を向けざるを得な
いからである。そして、河野が述べるように、「組織や管理のあらゆる問題は、常に個人間ないし集
団関の価値の同意をめぐる葛藤から生起していると考えられム「それ故、価値葛藤の解決のために
は、学校組織における意思形成や交渉の意義がクローズアップされるJ(36)必要があるといえよう。
ただし、すでに 1970年代以降、理論的にはそうした議論が展開されていたアメリカにおいても、
すぐに学校組織内部の動態に踏み込んでそのような枠組みでの研究が展開されたわけではない。
加藤によれば、アメリカの学校組織研究においても 1980年代半ばの f改革の第一の波Jまでは「い
かに『管理Jするかを主題としていたJ(37)。しかし 1990年代において「単位学校における組織課
題として『教授一学習』の向上が自的とされるようになると、学校の組織改善の課題や視点が、教
室における授業そのものにまでより踏み込んだものとなっていったjという (38)。また、 Hallinger& 
Heckによれば、 1980'""'90年代にかけて、校長の 1)ー ダーシッフに関する研究の枠組みに変化がみ
られた。すなわち、校長のリーダーシッフと教授・学習活動との関係を一方向的に把握する枠組み
から、学校の組織的・環境的背景要因、学校内部過程要因、生徒の達成度などの諸変数と校長のリ
ーダーシップとの関係を双方向の影響過程をもつものと捉え、校長のリーダーシップと教授・学習
活動とのつながり方を非直接的なそれとみる枠組みへの変化で、ある (39)。
ここで節目をなしている 1980年代'""'90年代は、アメリカにおいて、全米規模で学校裁量拡大を
指向する教育改革が進行した時期である (40)。つまり、学校組織を捉える理論的枠組みの見誼しに、
学校への権限・責任の委譲による学校単位のアカウンタビリティの明確化という実態変化が加わる
過程で、研究と実践の両面における変化が進んだとみることができる。
そして今、日本においても似たような社会的・制度的現実が進行していると受けとめることがで
きる。
4. r学校の自律性J研究の課題
冒頭で述べたように、学校は、その依拠すべき制度的および社会的基盤の重大な変化に直面して
いる。教育目標は学校にとって与件でも既定でもない。「この学校jの使命は何か?子どもは何を諜
題としているか?殺の実態、やニーズはどうなっているか?地域の実情はどうか?教職員の一人ひと
りはそれらをどう捉え、教職員集団としてはどう認識するのか?そして「この学校Jでは具体的に
何をどうするのか・・・。これら一つひとつのことを、個々の学校レベルにおいて具体的に組上に
のせ、固有の教授・学習活動を創りあげていくことが、現実的・実践的な諜題になっている。
ここにおいて「学校の自律性j研究は、個々の学校に「自律性Jを構築するという、すぐれて実
践的・現実的な学校経営上の課題への貢献を関われていると言えよう (41)。こうした問題に向き合う
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ために、少なくとも次の 2つの課題に取り組むことが必要である。第一に、従来の学校経営学およ
びその隣接学問領域で生み出されてきた研究知を、 f学校の自律性j確立の実践という視点から関い
直すことである。そしてもう一つは、学校において教育活動の改善がなされ、維持されていく過程
にはたらく諸要因をトータルに解明することである。以下、これらについて述べてみたい。
(1 )従来の研究的知見の問い直し-r親の学校経営参加」を例としてー
たとえば「親の学校経営参加Jについて考えてみよう。
言うまでもなく、公教育への親の参加は「子どもの学習権Jおよび「親の教育権Jに基づいた理
論的構築がなされている。そこでは、権利としての参加を制度化する論理の精練化がなされてきた。
個別学校の意思決定過程において、親の意思を直接反映する正式手続きを開くということが、法学
的見地からの理論構築とともに、欧米先進諸国の参加制度に範を求めながら論じられてきた。しか
し、「学校の自律性j確立の視角からの参加研究は、残念ながらきわめて不十分である。その角度か
ら参加を意義づけるとすれば、学校組織文化の変革・更新を促す働きとして捉えることができょう。
関東は組織文化を変える学校管理者のリーダーシップを論じるなかで、 f新しい情報、異質な情報
を既存の知識体系にぶつけ、教師の教育観や子ども観をゆさぶり、かつ日常的に当たり前のことと
して見逃し、意識してない『前意識』をもゆさぶるJことの重要性を指摘している (42)。こうした「ゆ
さぶりJの装置として参加を捉えることは、学校と親・地域との関係の実像にもより合致している (43)。
従来の競・住民の参加研究を「学校の自律性Jの角度から検討した岩永も同様の見方を提示しな
がら、これまでの学校経営論における参加研究は「あるべき理念としての参加から現実を裁断し、
学校経営に何を付加すべきかを提示する方法に終始していたのではないか。そこには、各学校や地
域において展開されている具体的実践を分析し、その中にある可能性をすくい上げるといった上向
的枠組みが見られないJ(44)と的確に指摘している。
河野は組織の「非合理性Jに注目しつつ個別学校レベルにおける f価値葛藤Jへの対応を重視す
る立場で「学校レベルでの教職員、親、地域住民等による意思形成の場を制度的に保障する必要が
あるj と論じている。それは、 f教育政策が、『所与Jのものとして外部(行政)から与えられるも
のではなく、学校レベルにおいても、教職員や親や地域住民(場合によっては子ども)によって、解
釈され、意味づけられて、実施されるべきものであるjからである川。これは「学校の自律性j の
角度からの参加制度論として重要である。
じつは筆者自身が行ったアメリカの学校経営実態に関する研究でも、制度上の意思決定機関たる
学校審議会(schoolcouncil)での親参加の実態は、意思決定参加というよりも意思形成過程への関与
のほうにより重要な機能を見出すことができた。それは「参加権の行使j というより、校長や教職
員とのコミュニケーションを通じて学校の実態を理解し、子どもの教授・学習活動のあり方を教職
員とともに問い直す機会として意義づけられるのである(倒。
学校評議員が制度化されたこともあって、「親の参加jといえばすぐにその制度が想起されがちだ
が、「学校の自律性Jの視角から考えると、親の参加の形態や態様は多様にありうる。そうした実体
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から、定型的な意思決定参加という形態にとらわれない多様なあり方を構想する必要がある。
(2)学校改善過程に関わる諸要因のトータルな解明ー「校長主役J論を超えてー
「学校の自律性jは、学校が自らの力で教授・学習活動の改善を続けていこうとする作用やはた
らきだと言える。よって、前述のように 1980年代に隆盛をなした学校改善に関する研究は「学校の
自律性j の内実解明と密接なつながりをもっている。
ただし、これまでの学校改善に関する研究は、「校長のリーダーシップjを中心に置きすぎたきら
いがある。換言すれば、校長のリーダーシッフと教授・学習活動の糞との関係性を一方向的で直接
的なものとして捉える傾向にあった。いわばそれは、「校長主役jの学校経営論という暗黙の論理構
成をとってきたように思われる。このことに関連して、大野は校長のリーダーシップ研究をレピ、ユ
ーする中で、「組織構成員との相互影響過程を通じた学校組織とその価値の形成を捉える枠組みに
基づく校長のリーダーシップの実証J(47)の必要性を指摘している。
筆者は学校改善過程という視点からある小学校でのフィールドワークを続けているが、その事例
によれば明らかに、継続的な学校改善過程を生み出す中心的要因は複数ある。そうした諸要因が、
あるときには互いに独立し、また別のときには相互に連関しあいつつ、しだいに改善のプロセスを
紡ぎ出していくのである (48)0 5年間にわたる改善の過程で、校長は人事異動で 2慶交替しており、
三人三様の関わり方がみてとれる。その問、校長は「主役j であり続けるわけではない。教職員全
体に対する影響力の継続性や直接性という視点で見れば、リーダー的な役割を担う 2名の教員と教
頭が重要な役割を演じている。さらに、親による積極的な参加・関与は教職員集団の動きを確実に
促進する機能を果たしている。学校内部および親との関係におけるそのような相互影響過程は、「校
長のリーダーシツブj だけに着目しても的確に見えてこない。まして、ごく一時的な訪問調査や質
問紙調査でも明らかにはできない。
先の4(1)の問題に関連するが、こうした学校改善のトータルな過程をみていくと、当該学校の改
善過程において親の参加はきわめて重要な機能を果たしていることが読みとれる。それは「制度的j
な「意思決定参加j とは全く異なるが、学校組織内部に「ゆさぶりj をもたらし、教職員の振り返
りを促しつつ、学校の教育目標や教育活動の問い直しを推し進めるという意味で「親の学校改善過
程への参加Jであった。
また、校長の位霞や役割に関連づけてみると、校長のリーダーシップは学校改善を生み出す諸要
因の一つであり、教職員と親との相対関係のなかで把握されるべきものである。それは、かつて前
提とされたような組織の「統括jにとどまらない (49)。子どもの教育をめぐる多方向コミュニケーショ
ンを通じて関係当事者の問に教育自標の合意と明確化を図り、教授・学習活動の質的改善を継続化
するべく、環境から新たな情報を取り込み組織をゆさぶるという役割が想定されなければならない。
こうした諸点に鑑みるなら、学校において教授・学習活動の改善が生み出され、持続されていく
過程にはたらきあう諸要因をトータルに読み解くことが、「学校の自律性j構築のあり方を解明する
上で重要だといえよう。
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?
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5. おわりに
日本教育経営学会の課題研究として 3年間 (2001-----2003年)にわたって取り組んだ「学校経営研
究における臨床的アプローチの構築jの第 i回目の討議内容をまとめた「総括jにおいて、「研究者
は、いったい誰に向かつて、何のために、自らの研究成果や主張を発信していくべきなのか、問い
直す必要があるJ(50)と筆者は指摘した。
「学校の自律性j の内実や構成要件を解明し、それを校内に確立するための具体的方策を構想す
ることが要請されているこんにち、子どもが生活し、教職員が職務を遂行し、両者の開で教授・学
習過程が繰り広げられる倍々の学校とダイレクトの関係を取り結び、そこで生起するさまざまな現
実を素材として、当該学校との双方向コミュニケーションを続けることが研究者には必要である。
それは単に、研究者が実践者のコンサルテーションを担うというのではない。そうではなく、これ
まで研究者コミュニティ(学界)の閉塞的環境の中で流通するにとどまっていた研究知を「学校の
自律性j確立の実践という視点から捉えなおし、再構築するための、すぐれて研究的な営為である。
したがってそれは、実践者とのコミュニケーションを通じて見出された知見を研究者コミュニティ
の中で検証しあい、リファインしていく手続きを必要とする。
「学校の自律性J研究が学校経営の理想的なあり方を一方的に説く「べき論j を超えて、学校経
営の実践的課題に応えうるためには、このようなかたちでの研究一実践関係の形成が必要である。
付記 1:本稿は、日本教育学会関東地区研究会 r20世紀教育学からの宿題J(2002年 12月刊日，筑波大学学校教
育部)において rw学校の自律性』研究の課題-20世紀学校経営学からの宿題-Jと題して筆者が報告
した内容に大幅な修正を加えて再構成したものである。
付記 2:本稿は、 2001"'2003年度日本学術振興会科学研究費補助金(基盤研究(c)(2)) r w自主性・自律性の確
立』による学校経営の変化と校長職の役割に関する日米比較研究J(研究代表者:浜田博文、課題番号:
(3610277)による研究成果の一部である。
<注>
(1)佐古はこんにちの「学校経営改革の背景Jを①規制緩和・分権化を基調とする学校経営制度の変
化、②その背景ともいえる公教育経営の枠組みのゆらぎ、③学校教育の相対化と公立学校の位置
の変容、といtう3点に整理しているが、①と②は同一文脈とみなしてよいと考える(佐古秀一(2003)
「変動する学校経営環境と教育経営研究JW日本教育経営学会紀要J第45号， pp.4-5)。
(2) 小島弘道(2002)W21世紀の学校経営をデザインする(上).J]教育開発研究所， p.2。
(3) 木間一明(2002)r教育における政策評価の現状と理論的課題J，W日本教育行政学会年報J第 28
号，教育開発研究所， pp.2-19。
(4) r説明責任Jという訳語はこの用語の意味内容を狭く規定しすぎるので、あえてカタカナで表現
する。
(5) 黒崎勲(l999) W教育行政学.J]，岩波書庖， pp.152-153。
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(6) 向上， pp.153-1540 
(7)水本徳明(2000)r現代日本の社会変化と学校像の転換J，大塚学校経営研究会編『現代学校経営
論~， pp.242-2430 
(8) 黒崎は前掲の認識に立って学校選択制度の導入を主張する。「それぞれの学校が別の、それぞれ
独自の目標、使命、ビジョンを掲げる、国有の教育の場となるj ためには「必然的に選択による
学校となるj というが、そのフランは公立学校制度の枠内の一部の学校に向けられている。それ
によって「公立学校のメインストリームにも影響を与え、公立学校の全体を改革していこうJ(黒
崎，前掲書， p. 187)というのがねらいだというが、学校内部過程を予定調和的な一方向でしか捉
えきれていない。大都市部の一定条件をもっ地域でこうした制度の導入が同氏の主張する効果を
もたらすであろうことについては筆者も同意するが、それでもなお、公立学校の全体の改革を進
めるには、個別学校レベルの組織内過程としての「学校の自律性j のあり方を追究することが不
可欠だと考える。
(9) 次の記述を参考にした。 f組織の自律性とは、追求すべき価値、自標の設定、それらへの接近に
関する手段の選択、行為の評価と修正、これら一連の過程を、他者からの指示や権限に従属する
かたちで行うのではなく、自らの判断枠組みを参照しつつ遂行し、かつ外部環境との関係におい
て自らの判断枠組みの修正をもなしうる状態をさすものと考えられるJ(佐古秀一(2000)r教育経営
研究における文化指向型リーダーシップ論の位置と課題J，日本教育経営学会編W(シリーズ教育の経営 5)
教育経営研究の理論と弱蹴\~，玉川大学出版部， p. 153)。
(10) 今津も教育社会学の立場から、「倍々の学校によって違いが認められるj点に着目し、「このわ
ずかの違いに注呂することが、学校変革を日常活動のなかで進めていくための具体的な手掛かり
を得ることになるJ(今津孝次郎(1996) W変動社会の教師教育~ ，名古屋大学出版会， p.148)と述べて
いるが、筆者も同じ認識に立っている。とくに、組織内部における絶えざる改善推進作用のあり
方に関心を向ける必要を指摘しておきたい。
(11) 吉本二郎(1965)w学校経営学』国土社， pp.51-52。
(12) 向上， pp.73-77。
(13) 向上， p.880 
(14) 向上， p. 110。
(15) 高野桂一(1980)W(学校経営の科学1)基礎理論』明治図書出版， pp.17ト174。
(16) 神田修(1981)r学校の自治の今目的意義と課題ーその形成と展開J，日本教育法学会編 W(講産
教育法第 5 巻〉学校の自治~，総合労働研究所， pp.3-29。
(17) r学校の教育意思の形成に関わる外部的実体j として、「教育行政機関と父母、地域住民を、学
校にとっての f他律性』の源j ととらえ、その両者に対する「学校経営の自律性j の確保を説く
議論も展開されているが、基本的関心が制度・行政的条件に向けられている点は共通だといえよ
う(堀内孜(1983)r学校経営と教育行政J，永岡綴編著『学校経営J有信堂， pp.5卜54)。
(18) Edmonds， R.(1979， Oct.) Effective Schools for the Urban Poor， Educational Leadership， 37(1)， 
p.16. 
(19) 詳しくは、小野由美子(1988) 印教育効果の高い学校Jと80年代アメリカの教育改革政策一平
等と優秀性一J，W教育学研究~ (El本教育学会)，第 55巻第 4号， pp.309-317を参照。
(20) Bossert， S.T. (1988) School Effects. In Boyan， N. J.(Ed)， Handbook ofResearch on Educational 
Administration， Longman， p.346. 
(21)浜田博文 (2004，刊行予定)rアメリカにおける『学校を基礎単位とする教育経営(School-Based 
Management) ~の展開とその意義J ， W筑波大学教育学系論集』第 28巻、を参照。
(22)日本でも、日本教育経営学会が 1988""'1989年度において「学校改善に関する総合的研究j と題
する共同研究を実施し、その成果を刊行している(日本教育経営学会・学校改善研究委員会編 (1990)
『学校改善に関する理論的・実証的研究~，ぎ、ょうせい)。
(23)浜田博文(2000)rアメリカ-SBMにかかわる学校組織・経営研究を中心に-J，日本教育経営
学会編 W(シリーズ教育の経営 6) 諸外留の教育改革と教育経営~，玉川大学出版部， p. 2480 
? 、
?
? ??
?
『学校経営研究』第 29巻 2004 
(24) 効果的な学校に関する研究の対象は小学校段階に限定されていた。
(25) Ha出nger，P. & Murphy， J.(1987) Instructional Leadership in the School Context. In Greenfield， W. 
(Ed)， lnstructional Lθadersh伊:Concep臼~ lssues， and Controversl白'，Allynand Bacon Inc.， 
pp.179・203.
(26)佐古秀一(1994)r学校組織研究の視座と課題一自標活動性モデフレの限界と転換に関する考察-j，
金子照基編著『現代公教育の構造と課題J学文社， pp.121-1480 
(27) 浜田博文(2000) r組織構造論J ，大塚学校経営研究会編『現代学校経営論~， pp.1ト18を参照。
(28) Weick， K.E. (1982， June) Administering Education in Loosely Coupled Schools， Phi Delta Kappan， 
63(10)， p.673. 
(29) 吉本二郎，前掲書， p.88。
(0) このような合理的組織観は、学校を取り密む「外堀Jとしての制度・行政的諸条件が学校の自
由裁量を確保すれば f学校の自律性j は保障されるとの認識をもたらしてきたといえるかもしれ
ない。
(31) たとえば次のような文献がある。 O水本徳明・河野和清・青木朋江・佐古秀一(1996) r課題研
究報告 2:学校経営における『協働化』の意義と限界J，W日本教育経営学会紀要』第 38号，第一
法規， pp.154-163、。勝野正章(1996) r研究動向レビューJ，W日本教育経営学会紀要』第 38号，
第一法規， pp.182-188，。曽余田浩史(1997) r円環的思考:教育経営研究の新たな枠組みの可能
性J，W日本教育経営学会紀要』第 39号，第一法規， pp.40-51， 0日本教育経営学会編(2000)W (シ
リーズ教育の経営 5) 教育経営研究の理論と軌跡~，玉J1大学出版部など。
(32) Bosse抗， S. T.， Op. cit.， p.346. 
(3;;)曽余田によれば、「組織文化が経営学や組織論の概念、として定着したのは 1980年代に入ってか
らであり、わが留の教育経営学においては、 80年代末頃から学校の組織文化に関心が集まった。j
(曽余田浩史 (2000) r組織風土・文化論J，日本教育経営学会編 W(シリーズ教育の経営 5)教育
経営研究の理論と軌跡~，玉川大学出版部， p. 142)。
(34) 水本徳明(2000) r学校の組織・運営の原理と構造J，日本教育経営学会編 W(シリーズ教育の経
営 2) 自律的学校経営と教育経営~，玉川大学出版部， p. 1330 
(35) Deal， T.E. and Peterson， KD. (1994) The Lωdθ'rship Paradox: Balancing LρW1C and .Artistzy in 
Schools， J ossey-Bass (T. E.デー ル， K. D.ピーターソン著，中留武昭監訳 (1997)Il'校長のリー ダー シッ
プ~，玉川大学出版部) . 
(:l6)河野和清(2000) r学校組織論J，自本教育経営学会編 W(シリーズ教育の経営 5)教育経営研究の
理論と軌跡~，玉川大学出版部， p.181o 
(37) 加藤崇英(2001) r90年代アメリ力学校組織研究の動向と課題-W教授一学習』モデルの位置づ
けと『学校組織デザイン~ -j， W学校経営研究J第 26巻，大塚学校経営研究会， p. 1180 
(38) 同上， p. 1180 
(39) 狂allinger，P. & Heck， R.H. (1996) Reassessing the Principal's Role in School Effectiveness: A 
Review of Empirical Research， 1980・1995，Educational.Administration Quarterly， 32(1)， pp.5・44.浜
田博文(2000)，言iJ掲書， pp. 248-249。
(40) 浜田博文 (2004)，前掲書。
(41) つまり、本稿で論じてきた「学校の自律性j研究は、単に学校内部組織を対象とした研究を意
味するものではない。そして、学校内部における営みを「学校の自律性j構築という観点で捉え
ようとしたとき、それを促す外部環境要因との関係も当然ながら視野に入ってくるものと考える。
なお、佐古は類似の認識から、学校経営学は、「問題解決が可能な学校(組織)をどうつくるかj
ということのために「学校の自己改善過程の成立を支援するj 内実を創造すべきだと論じている
(佐古秀一(2002)r現職教育における学校経営研究;開発的研究の視点からJ，W日本教育経営学会紀要J
第44号，第一法規， pp.183-184)。
(42)関東寿隆(2001) r学校の組織文化の構造と特質j，児島邦宏・天笠茂編『学校の組織文化を変え
る~，ぎ〉ょうせい， p.28。
? ?? ??
??
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(43) .最近木間が提唱する学校評価システム論も、こうした文脈のものと理解できる。木間一明(2003)
『新しい学校評価と組織マネジメント~，第一法規。
(44)岩永定(2000)r父母・住民の経営参加と学校の自律性j，日本教育経営学会編 W(シリーズ教育
の経営 2) 自律的学校経営と教育経営~，玉川大学出版部， p.2520 
(45) 河野和清 (2000)，前掲論文， pp.182-1830 
(46) 浜田博文(1999)rアメリカ学校経営における共同的意思決定の実態と校長の役割期待-ケンタ
ッキー州における SB D M(School-Based Decision Making)の分析を中心に-j，W筑波大学教育学
系論集』第 24巻第 i号， pp.23-33。山下もシカゴの学校評議会制度に関する研究において類似の
指摘をしている(山下晃一(2002)W学校評議会制度における政策決定一現代アメリカ教育改革・
シカゴの試み-~，多賀出版)。
(47) 大野裕己(2001)r日本における校長のリーダーシップ研究に関するレビューj，W日本教育経営
学会紀要』第43号，第一法規， p.239。
(48)浜田博文 (2003)r校内研究推進を通した学校改善過程に関する研究事例j，W日本教青経営学会
紀要J第45号，第一法規， p. 197-204を参照。
(49) 筆者はアメリカのSBMのもとで「教員リーダーj を用いた校内組織改編が行われている学校
レベルの実態をこのような問題意識で明らかにしたことがある。浜田博文(1998)rアメリカにお
ける個別学校の裁量拡大と校内組織改編に関する一考察-W教員リーダ-~の位置と役割に着自
して-j，W日本教育経営学会紀要』第 40号，第一法規， pp.68-81を参照のこと。
(50) 浜田博文 (2002)r総括j，W日本教育経営学会紀要』第 44号，第一法規， p. 195-1960 
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